
R1 R2 R3 R4 R5

270 100 100 100 100

195 0 0

300 100 100 100 100

160 0 0

1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

1,900 1,900 －

120 60 60 60 60

78 64 －

障害保健福
祉課 － － － － －

障害保健福
祉課 19 15 12

－ － － － －

7 5 6

－ － － － －

5 1 1

－ － － － －

500 ー －

－ － － － －

①17
②34

①10
③65

①2
②38

4,600 4,700 3,500 3,600 3,700

3,565 2,393 2,479

－ － － － －

82 116 46

44 69 50 50 55

53 24 32

第4次浜松市地域福祉計画 掲載事業進捗状況調査表
【中間評価用】

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要

1
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

計画説明会・住民
懇談会・ワークショッ
プ等の開催

地域福祉計画・地域福祉活動計画の説明会や住民懇
談会、ワークショップ等を開催し、計画の理解と事業への
参加を促進するともに、地域の課題を地域で解決するとい
う意識づくりを進めます。

実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

3
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

人権フェスティバル

12月４日から10日までの「人権週間」における啓発活動
の一環として、講演会・トークショーなどを開催します。ま
た、小中学生の人権書道・ポスター・作文コンテストを実
施し、表彰・展示・朗読を行い、作品を掲載したカレンダー
を作成するなど、各種事業を実施し、人権尊重の重要性
をアピールします。

人権啓発セ
ンター

来場者数
（人） C

新型コロナウィルス感染拡大の影響により、令
和2年度、令和3年度ともにイベント中止を決
定した。

クリエート夏まつりにあわせたイベントを、今後と
も工夫しながら開催していく。

次期第5次地域福祉計画・地域福祉活動計
画の策定に向け準備を進める。

2
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

人権啓発イベント
子どもや高齢者、障がい者、外国にルーツを持つ人々等
誰もが気軽に参加できるイベントの開催を通して、人権意
識の啓発を図ります。

人権啓発セ
ンター

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会 －

R3年度は、地域福祉計画・地域福祉
活動計画の中間年となることから、中間
評価を実施。（予定）

B

計画に基づき、事業を実施している。コロナ禍に
おける影響により、十分に実施できていないもの
もある。その反面、ICTの活用など新たなツール
も加わり、今後の事業展開に盛り込んでいく必
要がある。

A 計画どおり制作及び配布ができている。
人権への正しい理解を深めるため、わかりやす
い内容の人権啓発絵本の作成を継続し、幼
稚園・保育園・小学校等へ配布していく。

4
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

人権教育・啓発用
「絵本」の作製

幼児及び小学校低学年児童とその保護者並びに、一般
市民の人権への正しい理解と認識を深め、分かりやすく記
憶に残る絵本を作製します。

人権啓発セ
ンター

絵本作製部数
（部）

参加人数
（人） C

新型コロナウィルス感染拡大の影響により、令
和2年度は全面的に中止した。令和3年度
は、ホールでの催しは中止したが、ギャラリーでの
小学生の人権ポスター、書道の作品展示を
行った。

小学生の人権書道・ポスターコンテストや「人権
の花」運動などを行い、人権尊重の理解を深め
る。人権週間にあわせ、今後とも工夫しながら
人権フェスティバルを開催していく。

人権問題に対する正しい理解と認識を深める
ために、幅広い世代の一般市民を対象に人権
啓発講座を継続していく。

6
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

手話体験講座 手話を身近に感じ、聴覚障がい者への理解や手話の周
知普及を図ります。

人権啓発セ
ンター

参加者数
（人） A 新型コロナウィルス感染拡大の影響により受講

定員の見直し等を図り、実施できている。
5
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

人権いきいき市民
講座

一般市民を対象した人権に関する講座を開催し、人権
意識の向上や人権教育・啓発の推進を図ります。

8
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

障害福祉推進講
座

障がい者の自立や社会参加を促進するため、障害福祉の
現状や制度の理解を深め、福祉に関わる人権や福祉意
識の啓発を図ります。

A
小学校の児童を対象に、白杖とアイマスクや車
いす等を用いた疑似体験を通じて障がいのある
人への理解を深めた。 コロナ禍であっても開催
回数が維持出来ている。

継続して講座を開催していく。7
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

障害福祉体験講
座

車イスやアイマスク等を用いた擬似体験を通じて、身体障
がい者への理解を深め、福祉に関わる人権や福祉意識の
啓発を図ります。

障害保健福
祉課

各区社会福
祉課

開催回数
（回）

開催回数
（回） B

コロナ禍により、体験学習を実施しにくい状況で
あったことを踏まえると、概ね計画通りに進んで
いると考えられる。

コロナ禍の状況を踏まえ、実施にあたり感染拡
大対策に配慮した実施方法(ズームによる学
習）を検討していく。

10
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

心の輪を広げる障
害者理解促進事
業

障がい者に対する理解の促進を図るため、国と共催により
「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者週間のポス
ター」を公募します。

障害保健福
祉課

参加者数
（人） B

コロナ感染拡大の影響により、令和2年度と令
和3年度は障害者週間啓発イベントの開催を
中止とした。一方障害者週間啓発活動は、障
害についての理解促進を図るため、電光掲示
及びデジタルサイネージを駆使し広く一般市民
へ関心を持ってもらうようにした。

コロナ禍の状況を踏まえ、実施にあたり感染拡
大対策に配慮した実施方法を検討していく。

継続して講座を開催していく。

9
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

障害者週間キャン
ペーン

障害者週間（12月3～9日）に市庁舎への懸垂幕の掲
出や、障がい者による作品展の開催、市内障がい者団体
等と連携して啓発イベント等を開催し、広く市民に対して
正しい理解や認識を深めることを目的とした啓発を行いま
す。

障害保健福
祉課

障害保健福
祉課

障害保健福
祉課

開催回数
（回） B

コロナ禍で申込は減少しているが、浜松市の障
害福祉施策全般について、国の動向にも触れ
ながら講義を行った。

12
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

多文化共生 セン
ター運営事業

外国人住民を取り巻く幅広い問題について専門知識等を
習得した人材を育成するため、多文化共生センターにおい
て、ソーシャルワーク研修を実施します。

C
コロナ禍のため、団体からの依頼による養成講
座がキャンセルになることが多く、目標値を達成
できなかった。

認知症の正しい知識の普及啓発のためには、
養成講座の実施が不可欠であり、今後も継続
して実施していく。

11
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

①地域福祉を進め
るための意識啓発・
理解促進

認知症サポーター
養成講座

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を地
域全体で見守り支援するために、講師（キャラバン・メイ
ト）を派遣し、「認知症サポーター」を養成します。

高齢者福祉
課

認知症サポーター
養成者数
（人）

①「心の輪を広げる
体験作文」応募者
数（人）
②障害者週間ポス
ター応募者数
（人）

B

事業啓発のため市内の小・中学生を対象とし
たポスターコンクール等の募集を行った。応募作
品のうち市内小学生のポスター作品が佳作とし
て令和2年度に続き令和3年度も入賞し贈呈
式を行った。

作文、ポスターを広く募集するため、市ＷＥＢ
サイト等にも掲載し、引き続きＰＲ方法を検討
していく。

浜松市社会
福祉協議会

学校における福
祉体験学習の実
施校数（校）

B

市社協が行っているものは、体験学習が多く、
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い実績が
減少した。
また、感染症対策を盛り込んだ出前講座メ
ニューの構築出来ていない。

コミュニティスクールの導入やはままつ人づくりネッ
トワークセンターが設置されるなど、学校が行う
総合学習の選択肢が広がっている。（市社協
情報は未掲載）出前講座の内容見直しや広
報に関しても見直していく必要がある。

外国人市民の定住化に伴い、外国人市民を
取り巻く課題は多角化、複雑化している。今後
も専門機関との連携のもと、通訳者が専門知
識を身に着けるための研修を継続していく。

13
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

②福祉教育・福祉
体験学習の充実

福祉体験学習の
充実・拡大

福祉に関する出前講座を、小・中・高校で開催し、小さな
頃からの福祉教育・福祉体験学習の充実を図ります。 福祉総務課

国際課

人材育成事業に
おける研修・講座
参加者数
（人）

B

外国人市民の高齢化を見据え、介護保険制
度をテーマとした研修を行うなど、時代のニーズ
に応じた専門知識の取得を促進している。専
門知識等を習得した人材の育成は概ね進んで
いる。

・R3.12.31時点の状況を記載しています。
・「達成度・進捗状況」欄については、以下のとおりです。
A：十分達成できた（十分進んでいる）、B：概ね達成できた（概ね進んでいる）
C：やや不十分だった、D：不十分だった

1



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

120 120 120 120 120

－ 123 110

350 350 220 250 300

198 132 152

①手話 60
②要約 10

①手話 60
②要約 10

①手話 60
②要約 10

①手話 60
②要約 10

①手話 60
②要約 10

①手話 41
②要約 7

①中止
②9

①
②８

4,600 4,700 3,500 3,600 3,700

3,565 2,393 2,479

－ － － － －

スタート編36
人 ステップ
編14人

スタート編30
人 ステップ
編8人

WEB講座
20人（定員
締め切り）

150 150 150 150 150

151 0 25

500 500 400 400 420

477 372 333

350 350 220 250 300

198 132 152

48 50 52 55 58

46 47 48

4,400 5,000 4,550 4,800 5,050

4,186 4,176 4,181

150 150 150 150 150

151 0 25

290 300 310 320 330

239 229 228

14
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（１）福祉意識
の醸成

②福祉教育・福祉
体験学習の充実

福祉体験学習の
充実・拡大 学校における福祉体験学習の充実･拡大を支援します。 指導課

16
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

地域支援サポー
ター養成講座

地域支援サポーター等の養成講座の実施等、制度を構
築し、実施します。

C

各区毎に講座を開催している。内容は各区に
より検討されているが、継続したボランティア人
材の育成には繋がっていない。また、コロナの影
響による、活動自粛も実績が伸びない要因と
なっている。

地域の担い手不足の解消のため、地区社協
で、活動する人材とボランティアグループやNPO
などで活動する人材をそれぞれ育成する必要が
ある。

15
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

ボランティアセンター
事業

ボランティアセンターの運営により、ボランティアの育成を行う
とともに、情報マッチング・コーディネート機能を強化し、ボラ
ンティア活動をしやすい環境整備を行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

ボランティアセミ
ナー等の参加者
数（人）

学校における福
祉体験学習の実
施校数（校）

B
コロナ禍により、体験学習を実施しにくい状況で
あったことを踏まえると、概ね計画通りに進んで
いると考えられる。

コロナ禍が続いているため、体験学習等の実施
に制限がかかっている中、どのような形で福祉教
育・福祉体験学習を実施しているかについて、
課題がある。

18
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

認知症サポーター
養成講座【再掲】

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を地
域全体で見守り支援するために、講師（キャラバン・メイ
ト）を派遣し、「認知症サポーター」を養成します。

高齢者福祉
課

手話奉仕員・要
約筆記奉仕員養
成事業修了者数
（人）

B

新型コロナウィルス感染拡大の影響により、手
話講座のみ令和2年度は中止となったが、令
和3年度はコロナ感染対策を講じたり、対面学
習からオンライン学習へ切り替えたりするなど対
応を調整しながら実施することができた。

講師と受講生と協力して感染症対策を徹底
し、安心して受講できるよう周知を図り、コロナ
禍でも開催できるようにオンライン講座で受講で
きるように調整する。

地域の担い手不足が課題となっていることから、
漠然と育成するのではなく、家事支援事業など
の具体的な担い手の育成が必要となっている。
また、育成だけではなく、活動に繋ぐことをセット
で展開することで、より効果的なものになると考
える。

17
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

手話奉仕員、要約
筆記者養成事業

聴覚障がい者のコミュニケーション支援やボランティアの育
成を図るため、手話通訳者や要約筆記者の人材育成を
行います。

障害保健福
祉課

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会 － 地域支援サポーター養成講座は廃止し

た。 D
役割が不明確だったため、廃止した。養成講座
を受講した参加者については、地区社協や日
常生活自立支援事業など地域活動で活動し
てもらうよう情報提供を行うことにした。

20
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

地域介護予防活
動支援事業

地域における健康づくりの実践者を育成し、地域の結びつ
きの中で活動できるよう支援します。

参加者数＝ボランティア養成者数ではな
く、指標として設定しにくい。
講座としては、スタートアップ講座３回、ス
テップアップ講座２回を開催している。

B

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、令和2年
度はグループワークを行わない形で実施、ボラン
ティア先への見学体験も中止とした。令和3年
度はオンライン開催とし、内容も工夫して実施し
た。

ボランティア講座受講者が参加する会は、セン
ターとボランティア団体との共催で継続開催して
いるので、会への参加を促進し、その中で活動
につなげるように検討していく。

19
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

①ボランティア人材
の育成

こころのボランティア
講座

精神障がい者が地域で安心して生活できることを目的に、
精神保健福祉について理解する研修会を開催し、ボラン
ティアを養成します。

精神保健
福祉センター －

認知症サポーター
養成者数
（人）

C
コロナ禍のため、団体からの依頼による養成講
座がキャンセルになることが多く、目標値を達成
できなかった。

認知症の正しい知識の普及啓発のためには、
養成講座の実施が不可欠であり、今後も継続
して実施していく。

22
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

ボランティア団体活
動促進事業

市及び（福）浜松市社会福祉協議会が実施している
ボランティア団体への支援事業を再構築し、総合的な
活動支援策を実施します。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

－

フェイスブックを活用し、ボランティア講演
会等の周知を行い、市民のボランティアに
関する情報提供するとともに、意識の向
上を図った。

C
投稿頻度があまり高くなかったため、市民に対す
る啓発が不十分であった。地域福祉のなり手
不足の解消を目指すために、さらなる情報発信
が必要となる。

ボランティアや、地区社協等の住民主体の鮮度
の高い活動を投稿の数を増やすことでで、市民
への啓発とともに、活動者のモチベーションアップ
を図る。

ボランティアが参加しやすいようステップアップセミ
ナーの開催場所や手法等を見直し市内3～4
エリアに分けたセンター会の中で研修会を開催
していく。

21
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

ＳＮＳを活用した
ボランティア情報発
信

ボランティアに関する情報について、ソーシャルネットワーキン
グサービス（ＳＮＳ）を活用して、広く市民へ周知しま
す。

福祉総務課

健康増進課

健康づくりボラン
ティア対象の研修
会（ステップアップ
セミナー）参加
者数（人）

C

ボランティアの高齢化に伴い、研修参加者数が
減少傾向にある。新型コロナウイルス感染拡大
に伴い、令和2年度は開催を中止し、令和3年
度はオンライン開催としたが、オンライン参加が
難しく、参加者が大きく減少した。

24
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

地域ボランティア
コーナーにおける情
報発信

地域ボランティアコーナーを活用したボランティアの情報発
信を行います。

C

各区毎に講座を開催している。内容は各区に
より検討されているが、継続したボランティア人
材の育成には繋がっていない。また、コロナの影
響による、活動自粛も実績が伸びない要因と
なっている。

地域の担い手不足の解消のため、地区社協
で、活動する人材とボランティアグループやNPO
などで活動する人材をそれぞれ育成する必要が
ある。

23
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

ボランティアセンター
事業【再掲】

ボランティアセンターの運営により、ボランティアの育成を行う
とともに、情報マッチング・コーディネート機能を強化し、ボラ
ンティア活動をしやすい環境整備を行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

ボランティアセミ
ナー等の参加者
数（人）

ボランティア団体
登録者数
（団体）

B
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、活動
を自粛・縮小している団体も多く見受けられる。
また感染症対策のため、例年より活動の規模
を縮小している団体も見受けられた。

活動の見直しにより継続している団体も多い
が、過去の活動に固執し停滞している団体もあ
る。他地域の事例紹介などを行い、団体活動
の見直しの機会作りを図っていく。

26
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

地域介護予防活
動支援事業【再
掲】

地域で健康づくり活動や介護予防活動を実践する健康
づくりボランティア等の組織に対し、活動支援を行います。 健康増進課

新規ボランティア
登録者数
（人）

B コロナウイルス感染症の影響を受けてボランティ
ア登録人数は、ほぼ横ばいの状態である。

令和4年度は感染症対策・デジタル化の推進
としてボランティア登録研修会をオンラインで受
講できるようにする。

地区社協の活動拠点としてボランティアコーナー
が認識されており、地域活動発信の場としての
機能を求めれているという認識が薄い。今後
は、ボランティアコーナーそのものの役割を検討し
ていく必要がある。

25
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

ささえあいポイント
事業

受入登録のある施設や地域の高齢者サロン・配食団体
等で行ったボランティア活動や介護予防活動に対して換金
可能なポイントを付与することで、高齢者の社会参加を奨
励・支援し、ボランティア活動を通じた地域貢献や介護予
防意識の向上、支え合い活動の活性化を図ります。

高齢者福祉
課

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

地域ボランティア
コーナー開設数
（箇所）

C

ボランティアコーナーがあることにより、地区社協
等の地域の活動のちらしの配架ができ、ボラン
ティアに結びついている地域もあるが、活用方法
は地区社協に委ねている部分が多く、積極的
な働きかけはしていない状況である。

B
NPO法人の情報について、浜松市HP・内閣
府ポータルサイトを通じて適切に発信することが
できた。

R4.12より導入予定の「NPO法に係る手続き
のオンライン化」により、内閣府ポータルサイトの
仕様が変更となる可能性がある。変更の場
合、NPO法人に関する情報の情報発信・広報
に支障が発生することの無いように用意を進め
ていく必要がある。

27
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

ＮＰＯ法人情報
の発信

ＮＰＯ法人に関する情報を提供することで、市民活動等
に参加・参入しやすい環境の整備を図ります。

市民協働・
地域政策課

ＮＰＯ法人数
（法人）

健康づくりボラン
ティア対象の研修
会（ステップアップ
セミナー）参加
者数（人）

C

ボランティアの高齢化に伴い、研修参加者数が
減少傾向にある。新型コロナウイルス感染拡大
に伴い、令和2年度は開催を中止し、令和3年
度はオンライン開催としたが、オンライン参加が
難しく、参加者が大きく減少した。

ボランティアが参加しやすいようステップアップセミ
ナーの開催場所や手法等を見直し市内3～4
エリアに分けたセンター会の中で研修会を開催
していく。

2



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

1,117,678 265,345 50,000

－ － － － －

383,300 533,300 0

100 100 100 100 100

100 100 100

100 100 100 100 100

100 100 100

－ － － － －

3,204 6,903 2,655

52 52 52

52 52 44

－ － － － －

4,508 3,909 4,390

28
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

はままつ夢基金積
立金

市民、市民活動団体及び事業者が市民協働の核となる
市民活動を育て、互いに支え合う地域社会を醸成するた
め、基金を設置し、市民の寄附文化の機運を高めます。

30
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

広報はままつ外国
語版の発行

広報はままつ定期号から外国人市民に必要と思われる情
報を選定し、ポルトガル語、英語に翻訳して希望する市民
（自治会経由）、企業などに配布します。

広聴広報課

補助金交付額
（円） B

登録団体への希望寄附は予定通り補助してい
るが、スタートアップサポート事業の実績0であ
る。

制度の周知方法の改善や寄附者が活用しや
すい運用の見直しが必要である。市民協働推
進委員会（附属機関）の意見を伺い、制度
の検証、見直しを図る。

制度の周知方法の改善や寄附者が活用しや
すい運用の見直しが必要である。市民協働推
進委員会（附属機関）の意見を伺い、制度
の検証、見直しを図る。

29
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（２）人材育成
への支援

②ボランティア活動
へ参加しやすい基
盤づくり

はままつ夢基金積
立金補助金

市民、市民活動団体及び事業者が市民協働の核となる
市民活動を育て、互いに支え合う地域社会を醸成するた
め、基金を活用し、市民活動団体からの申請に基づき、
活動に必要な資金を助成します。

市民協働・
地域政策課

市民協働・
地域政策課

寄附受入額
（円） C 寄附実績は増えていない。

32
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ホームページの外
国語翻訳機能

浜松市ホームページの言語を英語、ポルトガル語、スペイ
ン語、中国語、韓国語、タガログ語へ翻訳する機能を提
供します。

A 利用希望者には配布できている。 継続して発行を予定している。31
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

広報はままつ点字
版の発行

広報はままつ定期号を点訳し、希望する市民に郵送しま
す。 広聴広報課

希望者への配布
率
（％）

希望者への配布
率
（％）

A 利用希望者には配布できている。
ポルトガル語・英語以外の言語については、令
和３年度に開設した広報はままつウェブサイトに
て自動翻訳で対応している。

34
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

「カタログポケット」に
よる広報はままつの
配信

広報はままつを、多言語対応アプリ「カタログポケット」を通
して１０言語で配信します。音声による読み上げ機能も
利用できます。

広聴広報課

ポルトガル語ス
ポットＣＭ（年
間放送回数）
（回）

A 目標に対し適正に執行できた。 外国人が欲している情報を探りながら、放送案
件を選定していく必要がある。

引き続き、外国語翻訳機能を活用した情報発
信を行っていく。

33
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ポルトガル語スポッ
トＣＭ

市政の重点施策や市の行事、お知らせ等を毎週日曜
日、午後６～７時に放送している浜松ＦＭ放送（ＦＭ
Ｈａｒｏ！）の番組内で放送します。

広聴広報課

広聴広報課

ホームページ外国
語対応（翻訳回
数）
（回）

A
年によって翻訳機能の利用回数にばらつきはあ
るものの、毎年一定数の利用はあることから、
必要としている方への情報提供ができていると
考えられる。

36
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ＵＤ・男女共同参
画提案事業

ユニバーサルデザインによるまちづくり及び男女共同参画社
会の実現に向け、市内の団体と市が協働して事業に取り
組みます。

各課が発行する印刷物のＵＤチェックの
活用を周知（令和元年度から３年度ま
での各年度に掲示板にて通知）するとと
もに、アドバイスを行った。

B
当課で作成したＭＵＤガイドブックに従って、各
課において配慮事項を確認していただくととも
に、アドバイスを実施した。

ＭＵＤガイドブックに従った印刷物のＵＤチェッ
クを積極的に活用していただくよう周知するとと
もに、アドバイスを実施していく。

35
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

わかりやすい印刷
物作成の手引き作
成

パンフレットやチラシ、ポスター等の印刷物について、誰もが
情報を入手しやすいようにカラーユニバーサルデザインや配
慮方法等に関する手引きを作成し活用します。

ＵＤ・男女
共同参画課 －

－ 令和３年度から事業中止

38
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ＵＤマナーセミナー
様々な特性を持つ講師を招き、体験を交えながらユニバー
サルデザインの基礎（ユニバーサルデザイン初級編）を学
ぶ講座を実施します。

ＵＤ・男女
共同参画課

ＵＤ出前講座受
講者数
（人）

B
新型コロナウイルス感染状況を踏まえ、学校と
協議し、中止や延期、実施内容の変更といった
対応を調整をしながら実施することができた。

コロナ禍の状況を踏まえ、出前講座の実施にあ
たり、学校との連絡・調整を行い、対応してい
く。

コロナ禍の状況を踏まえ、実施にあたり感染拡
大対策に配慮した開催方法を検討するととも
に、社会情勢を反映した事業内容（テーマ設
定）を検討し、実施していく。

37
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ＵＤ出前講座
誰もが暮らしやすいまちをつくるユニバーサルデザインの考え
方を広めるため、依頼に応じて職員が出前講座を実施し
ます。

ＵＤ・男女
共同参画課

ＵＤ・男女
共同参画課 －

市民団体からユニバーサルデザイン又は
男女共同参画に関する啓発のための講
座やイベント、情報誌の企画・編集・発
行等の事業提案を受け、委託により事業
を実施した。
実施件数：R1…5事業、R2…3事業、
R3…4事業

B
新型コロナウイルス感染状況を踏まえ、集客や
開催方法、開催の可否に苦慮しつつも、対策
を講じて実施することができた。

40
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

タブレット端末等
ICTやソーシャル
ネットワーキングサー
ビス（SNS）を活
用したコミュニケー
ション支援

市役所及び区役所にタブレット型端末を配置し、テレビ電
話機能を活用した画面越しの手話通訳を行い、窓口サー
ビス等の利便性の向上を図ります。

令和元年度においては、ユニバーサルデ
ザインの推進を図るため、新たな知識の
習得やＵＤを実践する人材を育成する
ためのセミナーを開催したものの、令和2
年度以降は新型コロナウイルス感染状況
の影響により開催できていない。

C

開催に向け準備していたが、新型コロナウイルス
感染状況の影響により、令和2年度は開催を
見送り、令和3年度は開催の方向で進めてい
たが、延期となり、さらにはやむを得ず中止となっ
た。

コロナ禍の状況を踏まえ、開催方法や開催の
可否を検討しながら、実施していく。

39
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

①心のユニバーサル
デザイン（思いやり
の心）の推進

ＵＤ実践セミナー
ユニバーサルデザインに関する新たな知識の習得やユニ
バーサルデザインを実践する人材を育てるための講座（中
級編）を実施します。

ＵＤ・男女
共同参画課 －

－

人と人との違いを理解し、基本的な向き
合い方やお声がけ方法を学ぶユニバーサ
ルマナー検定3級の取得講座を実施し
た。

B
新型コロナウイルス感染状況を踏まえ、WEBに
よる開催方法の見直しや講師調整を行いなが
ら、参加者を募集し実施することができた。

コロナ禍の状況を踏まえ、開催方法や開催の
可否を検討しながら、実施していく。

42
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

タブレット端末等
ICTやソーシャル
ネットワーキングサー
ビス（SNS）を活
用したコミュニケー
ション支援

窓口等において、より多くの人が等しく情報を受け取れるよ
う、音声の文字化変換システムを活用したコミュニケーショ
ン支援に取り組みます。

ＵＤ・男女
共同参画課

－

タブレット端末等を活用した通訳サービス
の利用時間（分）
R1：5,247分
R2：6,050分
R3：7,262分

A 通訳ニーズに応じた端末配置ができている。 各課からの要望や利用状況に応じて、タブレッ
ト端末を配置していく。

ICTの推進化による活用方法を把握していくと
ともに、利活用の周知と啓発を行う。

41
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

タブレット端末等
ICTやソーシャル
ネットワーキングサー
ビス（SNS）を活
用したコミュニケー
ション支援

迅速なコミュニケーション支援を図るため、タブレット端末等
ＩＣＴやソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）を
活用した多言語情報の提供に取り組みます。

国際課

障害保健福
祉課 －

聴覚に障がいのある方が窓口等で円滑
なコミュニケーションをとることができるよう、
ICTを活用したコミュニケーション支援を行
う環境整備を図った。

B
タブレット端末を本庁及び各区に配備し、テレビ
電話機能を活用した画面越しの手話通訳を行
い、ろう者と市職員とのコミュニケーション支援を
図った。

－

外国人や高齢者、障がい者などコミュニ
ケーションが難しい方が窓口等で円滑なコ
ミュニケーションをとることができるよう、Ｉ
ＣＴを活用したコミュニケーション支援を
行う環境整備を図った。

B

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、窓
口を訪れる人が減少したことに伴い、音声文字
化アプリケーションの利用も減少したものの、市
長定例記者会見等において、ＬＩＶＥ中継
の際にリアルタイムで字幕を発信し、誰もが同時
に情報を得ることができる環境づくりを図った。

コロナ禍における窓口来訪者の減少や新しい
生活様式への対応が求められており、ＩＣＴ
の進化による活用方法を把握していくとともに、
利活用の周知と啓発を行う。

3



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

60 61 61 62 62

60 60 －

1 1 1 1 1

1 2 0

－ － － － －

1 2 0

48 50 52 55 58

46 47 48

20 55 36 50 50

41 37 46

10 10 10 10 10

8.3 7.9 7.6

4,400 5,000 4,550 4,800 5,050

4,186 4,176 4,181

12,000 12,200 12,400 12,600 12,800

10,584 4,922 －

500 500 400 400 420

477 372 333

48 50 52 55 58

46 47 48

12 14 15 16 17

12 14 15

44
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

民間交通事業者
ＵＤ化支援

民間交通事業者が実施するユニバーサルデザイン化設備
事業等に要する経費の一部を支援することにより、快適で
安全な公共交通の環境整備づくりを促進します。

B

令和元年度で協働センター33施設のユニ
バーサルデザイン化整備が完了。
令和２年度以降は長寿命化計画による大
規模改修の施工と併せて、ユニバーサルデザイ
ン化を推進した。

今後も長寿命化計画による大規模改修の施
工と併せて、ユニバーサルデザイン化を推進す
る。

43
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

公共建築物等の
ＵＤ化推進

誰もが利用しやすい公共建築物等のユニバーサルデザイン
化整備を進めます 公共建築課

公共建築物のユ
ニバーサルデザイ
ン度（点）

46
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

道路施設のＵＤ
化推進

子どもや高齢者等交通弱者が、安全に安心して通行でき
る道路交通環境の改善を図ります。 道路企画課

箇所 B
令和元年度と令和2年度は指標値を達成する
ことができたが、令和3年度は新規開設公園が
0箇所となり指標値を下回る結果となったため。

公園整備は単年度で完了するものばかりでは
ないが、今後も市民の方々が公園の価値を実
感できるよう着実に公園整備を行っていく。

・令和３年度～令和４年度にかけて遠州鉄
道㈱が行う「八幡駅」のバリアフリー化事業への
助成事業補助金（事業費の1/3補助）

45
１．ともに生きる社会づ
くりに向けた市民意識の
醸成と環境づくり

（３）ユニバーサ
ルデザインの推進

②誰もが暮らしやす
い環境づくり

公園のＵＤ化推
進

子どもからお年寄りまで、誰もが安全で安心して利用でき
る公園施設の整備を進めます。 公園課

交通政策課 遠州鉄道株
式会社 －

・遠州鉄道㈱が行う「遠州小林駅・美薗
中央公園駅」のホーム固定柵設置等へ
の助成事業補助金（事業費の1/3補
助）を交付した。

A
・遠州鉄道㈱「遠州小林駅・美薗中央公園
駅」のホーム固定柵設置等事業完了
（遠鉄㈱より補助事業完了実績報告書提出
済み：令和３年12月27日）

48
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進

企業の地域福祉
型社会貢献活動
の相談窓口の運営

地域福祉型社会貢献活動を始めるにあたっての具体的
な事業アイディアやマッチングについて、相談を受ける窓口
を設置し、企業の取組みを支援します。

C

ボランティアコーナーがあることにより、地区社協
等の地域の活動のちらしの配架ができ、ボラン
ティアに結びついている地域もあるが、活用方法
は地区社協に委ねている部分が多く、積極的
な働きかけはしていない状況である。

地区社協の活動拠点としてボランティアコーナー
が認識されており、地域活動発信の場としての
機能を求めれているという認識が薄い。今後
は、ボランティアコーナーそのものの役割を検討し
ていく必要がある。

47
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進

地域ボランティア
コーナーにおける情
報発信【再掲】

地域ボランティアコーナーを活用したボランティアの情報発
信を行います。 福祉総務課 浜松市社会

福祉協議会

地域ボランティア
コーナー開設数
（箇所）

浜松市交通バリア
フリー基本構想特
定経路上の「地下
道部平面横断化
改良」箇所数
（箇所）

B 令和2年度末までに7箇所にて平面横断化改
良を完了

残る伝馬町の平面化については国道257号道
路改良の進捗に合わせ整備を行っていく

50
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進

ささえあいポイント
事業【再掲】

受入登録のある施設や地域の高齢者サロン・配食団体
等で行ったボランティア活動や介護予防活動に対して換金
可能なポイントを付与することで、高齢者の社会参加を奨
励・支援し、ボランティア活動を通じた地域貢献や介護予
防意識の向上、支え合い活動の活性化を図ります。

高齢者福祉
課

シニアクラブ加入
者率（％） C

シニアクラブ加入者率は減少傾向であり、目標
値との乖離も大きくなりつつあることから目標値
の変更等含め検討していく。社会環境の変化
により、老人クラブに代替するスポーツクラブや趣
味の集まり等も展開されていること、近年の地
域コミュニティとの関係の希薄化も加入率の減
少に影響していると考えられる。

高齢化が進む中で、老人クラブは、地域コミュニ
ティの一つであり、高齢者等の孤立防止に寄与
しています。今後も地域コミュニティを維持してい
くうえで、老人クラブは必要であると考えています
ので、継続して支援をしていきます。

SDG'ｓ等の国の働きかけによる企業の社会貢
献活動への関心と、コロナ禍による子ども食堂
等の地域活動への関心が高まっており、今後も
相談は増えていくと予想される。地域資源を把
握し、適切にマッチングできるように対応していき
たい。

49
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進

シニアクラブ支援事
業

高齢者の自主的な地域組織であるシニアクラブ（老人ク
ラブ）の活動を支援することで、地域福祉の推進と高齢
者自身の介護予防と相互の生活支援・生きがいづくりを
図ります。

高齢者福祉
課

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会 相談件数（件） B

子ども食堂への寄付の相談先として社協が掲
載されていることや、企業の寄付・社会貢献活
動のパイプ役として新聞に掲載してきたことの積
み重ねにより、相談窓口としての周知が図ら
れ、一定の相談件数を維持できている。

52
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進

アクティブ・シニア講
座の充実

地域ニーズとともに現代的課題について学習をし、高齢者
が地域や社会の様々な活動に参加する意識を高め、生き
がいが感じられる仕組みづくりを推進します。

幼稚園や保育園において、思いやりの心
と優しい気持ちを育み、いろいろな世代の
方と分け隔てなく接することができるように
世代間交流事業を行った。

C
新型コロナ感染症の関係で、小・中・高との交
流や職場体験、地域の高齢者との触れ合いも
中止となり、実施できなかったが、園児が作成し
た贈り物など可能な範囲で交流した。

新型コロナ感染症対策も考慮した事業実施内
容を検討する必要がある。

51
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

①地域福祉活動
への参加の促進 世代間交流事業

児童の高齢者等への思いやりや、いたわりの心をはぐくむと
ともに、高齢者等には児童とのふれあいを楽しんでもらうた
め、市立保育所に通う児童と高齢者等が交流する事業を
行います。

幼児教育・
保育課 －

新規ボランティア
登録者数
（人）

B コロナウイルス感染症の影響を受けてボランティ
ア登録人数は、ほぼ横ばいの状態である。

令和4年度は感染症対策・デジタル化の推進
としてボランティア登録研修会をオンラインで受
講できるようにする。

54
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

地域ボランティア
コーナーの機能強
化

地域でのボランティアの活動拠点となる場の機能強化を
図っていきます。 福祉総務課 浜松市社会

福祉協議会

浜松市社会
福祉協議会

ボランティア団体
登録者数
（団体）

B
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、活動
を自粛・縮小している団体も多く見受けられる。
また感染症対策のため、例年より活動の規模
を縮小している団体も見受けられた。

活動の見直しにより継続している団体も多い
が、過去の活動に固執し停滞している団体もあ
る。他地域の事例紹介などを行い、団体活動
の見直しの機会作りを図っていく。

受講者の学びの充実、社会への還元のために
講座内容を工夫していく。

53
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

ボランティア団体活
動促進事業【再
掲】

市及び（福）浜松市社会福祉協議会が実施している
ボランティア団体への支援事業を再構築し、総合的な
活動支援策を実施します。

福祉総務課

創造都市・
文化振興課

アクティブ・シニア
講座受講延人数
（人）

B
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、講
座を中止したり、回数を減らしたりした講座も
あったが、開催方法等を工夫して講座を実施し
た。

A 計画どおり配置。配置人数が増えることで、相
談実績も増加している。

今後、更なる配置を目指す。地域を細分化す
ることで、顔の見える関係づくり、きめ細やかな
対応できる体制を整備する。

55
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

コミュニティソーシャ
ルワーカー（ＣＳ
Ｗ）配置事業

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、地域
の実情にあわせて、地区社会福祉協議会等の住民主体
の活動への参加促進を図り、活動支援を行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

CSW配置人数
（人）

地域ボランティア
コーナー開設数
（箇所）

C

ボランティアコーナーがあることにより、地区社協
等の地域の活動の拠点となり、活動の支援に
繋がっている。活用方法は地区社協に委ねて
いる部分が多く、積極的な働きかけはしていな
い状況である。

上記24の内容と重なるが、今後は、ボランティ
アコーナーそのものの役割を検討していく必要が
ある。

4



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

4 3 26 29 -

4 3 26

－ － － － －

1,526 1,029 850

56 56 57 57 57

56 56 56

－ － － － －

383,300 533,300 0

12 14 15 16 17

12 14 15

－ － － － －

456 505 516

44 44 21 28 35

17 14 8

205,000 205,000 205,000 205,000 205,000

184,695 42,467 106,564

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

45,141 29,130 22,894

25 25 25 25 25

25 25 25

4 4 4 4 4

4 4 4

56
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

地区社会福祉協
議会の活動内容の
充実に向けた運営
支援

地域の特性に合わせた支援を実施するための調査、分析
等を実施します。

58
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

地区社会福祉協
議会活動費補助
金

地区社会福祉協議会の活動について、財政的な支援を
実施します。必要な場合、活動内容、成果、住民の参加
状況などに比例した補助金制度へ見直しを行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

浜松市社会
福祉協議会

研修会参加者数
（人） C

地区社協を対象にした研修は集合型が多かっ
たため、コロナ禍により、実施回数が減少した。
（それに伴い、参加者数が減少している。）

オンラインでの研修を開催できるように、社協内
の設備整備を行った。各地域に必要な研修を
実施できるように、地区社協担当職員とともに
検討していく。

作成した情報の更新頻度や活用方法につい
て、作成と並行して、今後の取扱いを整備す
る。

57
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

地区社会福祉協
議会を対象にした
研修会等の開催

地区社会福祉協議会の活動者の確保や資質向上のた
めの研修会を開催し、活動を支援します。また、関係団体
の交流の場企画・開催やリーダーの育成、キーパーソンの
発掘を支援します。

福祉総務課

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

地域診断実施件
数（地区） B

R2年度に、地域診断のあり方を見直した。
CSWが地域支援を行う際に、戦略的にすすめ
ていくために必要な項目を検討した。R2年度に
は、モデル的に実施した。R3,4年度で全ての
地区の策定を目指す。

60
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

地域力向上事業 地域の課題の解決や魅力の掘り起しに向けて、市民
が主体的に企画・実施する活動を支援します。

他都市の自主財源確保の成功事例の
収集に努め、情報を提供できる体制を整
えた。

C 地区社協への情報提供が不十分であったととも
に、実際に、活用した事例はなかった。

財源不足を抱えている地区社協福祉協議会
に対し、積極的に情報提供を行い、活用を促
すことで、地区社会福祉協議会活動の活発化
を図る。

59
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

自主財源確保に
向けた取組みの促
進

自主財源確保の成功事例の収集に努めるとともに、クラウ
ドファンディングの活用など寄附を受けやすい環境づくりを進
めます。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会 －

補助金交付件数
（件） B

R3年度に地区社協の支援強化に向けた検討
会にて、地区社協補助金の見直しを行ってい
る。（※未設置地区が2カ所あるため、設置に
向けて話し合い等調整を行っている。）

R3年度の検討会の委員のご意見を基に内容
を検討し、R5年度に地区社協補助金の見直
しを検討する。

62
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

③住民主体の活
動へのバックアップ
体制の確立

コミュニティソーシャ
ルワーカー（ＣＳ
Ｗ）配置事業【再
掲】

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、地域
の実情にあわせて、地区社会福祉協議会等の住民主体
の活動への参加促進を図り、活動支援を行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

補助金交付額
（円） B

登録団体への希望寄附は予定通り補助してい
るが、スタートアップサポート事業の実績0であ
る。

制度の周知方法の改善や寄附者が活用しや
すい運用の見直しが必要である。市民協働推
進委員会（附属機関）の意見を伺い、制度
の検証、見直しを図る。

市民向けガイドブックを作成し多様な主体の参
加を促す。コミュニティ担当職員を中心に協働
センター利用団体等に説明を行い、地域課題
及び新規提案団体の掘り起しを行う。

61
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

②地区社会福祉
協議会への活動支
援

はままつ夢基金積
立金補助金【再
掲】

市民、市民活動団体及び事業者が市民協働の核となる
市民活動を育て、互いに支え合う地域社会を醸成するた
め、基金を活用し、市民活動団体からの申請に基づき、
活動に必要な資金を助成します。

市民協働・
地域政策課

市民協働・
地域政策課 －

地域団体から提案のあった地域課題解
決事業に対し補助金を交付。
こども食堂や地域防災に関する講座、子
育て世代への交流イベント等を実施し
た。

B

令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大
の影響で、助成の申請件数が減少したうえ、採
択事業についても、年度途中で取りやめたケー
スが生じたが、徐々に申請件数も増加し、年度
途中で取りやめた事業も実施されている。

64
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

③住民主体の活
動へのバックアップ
体制の確立

コミュニティ担当職
員による活動支援

各区区振興課や各協働センターのコミュニティ担当職員に
よる地域活動の支援を実施します。

随時、協議体を開催し、地域の課題等
の情報共有や協議を行っています。 B

随時、協議体を開催し、地域の課題等の情報
共有や協議を行ってきている。地域によっては
協議体を通じ、少しずつ新たなサービスも創出
されている。

引き続き、協議体等を通じ情報の共有・連携
強化を図りながら、自主的なサービスづくりを推
進していきます。

63
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

③住民主体の活
動へのバックアップ
体制の確立

生活支援体制整
備事業

住み慣れた地域での在宅生活を支えるために地域での支
え合いによる日常の生活支援・介護予防サービス等が提
供できる体制づくりを進めます。また、定期的な情報の共
有・連携強化の場として生活支援体制づくり協議体を運
営し、地域の支え合いによる自主的なサービスづくりを推
進します。

高齢者福祉
課 －

CSW配置人数
（人） A 計画どおり配置。配置人数が増えることで、相

談実績も増加している。

今後、更なる配置を目指す。地域を細分化す
ることで、顔の見える関係づくり、きめ細やかな
対応できる体制を整備する。

66
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

オレンジカフェ（認
知症カフェ）の設
置支援

本人やその家族、地域住民等の誰もが集まれる場であ
り、認知症に関するさまざまな困りごとを専門職に相談した
り、情報交換できる場であるオレンジカフェの設置支援をし
ます。

高齢者福祉
課

浜松市社会
福祉協議会

ボランティア活動
助成件数
（団体）

A
サロンの立ち上げや人材育成、補助金等を通
して、支援を行っている。地区社協への支援の
中でサロン支援の強化も重視しており、サロン
数も年々増やすことができている。

全ての地域に必要なサロン（居場所・カフェ
等）を設置できるように地域の状況把握に努
めるとともに、地区社協等の団体と協働しなが
ら設置を検討していく。

住民に身近な行政組織である協働センター等
において、エリアマネージャーによる統括のもと、コ
ミュニティ担当職員による地域状況に応じたコ
ミュニティ支援を行う。

65
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

居場所づくりを行う
グループへの支援

公共施設だけでなく、自治会集会所の活用や、民間施
設の間借り等、様々な形で実施される居場所づくりに関す
る情報提供や、実施するグループの活動経費を一部助成
します。

福祉総務課

市民協働・
地域政策課 －

コミュニティ担当職員により、地域状況に
応じてこども食堂や高齢者サロンの開催
などのコミュニティ支援を行った。 B

コミュニティ担当職員の存在が徐々に地域に浸
透し、協働センター等を活動拠点として、地域
状況・ニーズの把握と必要な支援が展開されつ
つある。

68
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

青少年の家運営
事業

青少年の健全な育成を図るため、自然体験活動や青少
年指導者の養成等様々な事業を実施することで、多様な
人々との交流活動の場を提供します。

C
令和３年４月のリニュアルや魅力的な主催事
業の実施などの取組みは来館者から好評を得
ているが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、来館者数は目標を下回った。

リニュアルによる新たな環境を活かし、子供の知
的好奇心に応える楽しい遊び場を提供する。

67
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

浜松こども館運営
事業

子どもや子育て世帯のためのイベントを実施するとともに、
市民ボランティアや地域住民の協力を得て運営を行うこと
で、様々な世代が子どもや子育てに関わることのできる環
境をつくります。

次世代育成
課

こども館延利用
者数
（人）

オレンジカフェ
（認知症カフェ）
設置数
（か所）

D コロナ禍であり、休止や実施の目途がつかない
認証オレンジカフェがあり、設置数が減少した。

地域包括支援センター等と連携し、地域のオレ
ンジカフェの状況把握を行うとともに、認知症カ
フェ設置運営補助事業について更なる周知を
図る。

70
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進 児童館運営事業

児童の健全な育成を図るため、情操を豊かにする健全な
遊びを実施することで、子育て中の親子・児童を中心とし
た、地域交流の場を提供します。

子育て支援
課

子育て支援ひろ
ばの数
（箇所）

A 量的には、計画通り確保し、子育て支援ひろば
25か所を拠点として実施した。

引き続き、事業の更なる周知を図り、利用の拡
大に努める。

新規事業の創設やこども館との連携事業の開
催により、相互利用の促進を図り、魅力的な施
設運営を行う。

69
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

子育て支援ひろば
事業

市内の子育て支援拠点において、子どもの健やかな育ちを
支援するために、子育て親子の交流の場としてひろばを開
催し、子育てに関する相談や情報提供、講習を実施しま
す。

子育て支援
課

次世代育成
課

青少年の家 施
設利用人数
（人）

C
こども館と連携事業など新たな取組みも実施し
ているが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、来館者数は目標を下回った。

児童館の施設数
（箇所） A 量的には、計画通り確保し、児童館4か所を拠

点として実施した。
引き続き、事業の更なる周知を図り、利用の拡
大に努める。
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R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

－ － － － －

3 2 3

20 55 36 50 50

41 37 46

－ － － － －

5 6 6

20 55 36 50 50

41 37 46

290 300 310 320 330

239 229 228

－ － － － －

173 178 206

－ － － － －

－ 2 1

－ － － － －

28 28 30

130 140 201 217 233

189 167 142

1 ー ー ー ー

1 ー ー

72
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

①社会福祉法人
の社会貢献の促進

社会福祉法人の
地域公益事業の
推進

社会福祉法人による取り組み事例や、地域における活動
とのマッチング等、取り組みに必要となる支援を実施しま
す。

B
新型コロナウイルス感染症の影響により、令和
2・3年度に実施を取りやめた申請者が１団体
あったが、令和３年度に新規申請者が１団体
あり、概ね予定どおり実施できている。

放課後の子供の居場所を確保する手法の一
つとして、引き続き事業を継続する。

71
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（１）住民主体
の課題解決力の強
化

④居場所や交流の
場づくりの促進

浜松市放課後子
供たちの居場所づく
り事業

地域において自発的・主体的に安全・安心な子どもの居
場所を提供する活動を支援し、子どもたちを地域社会の
中で心豊かに健やかにはぐくみます。

教育総務課 実施箇所数
（箇所）

74
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

福祉有償運送運
営協議会の開催

地域での移動手段の確保のため、地域のＮＰＯ法人や
ボランティア団体などの活動により、ＮＰＯ法人等が主体
となる移送サービスの体制づくりを支援します。

福祉総務課

相談件数（件） B

子ども食堂への寄付の相談先として社協が掲
載されていることや、企業の寄付・社会貢献活
動のパイプ役として新聞に掲載してきたことの積
み重ねにより、相談窓口としての周知が図ら
れ、一定の相談件数を維持できている。

SDG'ｓ等の国の働きかけによる企業の社会貢
献活動への関心と、コロナ禍による子ども食堂
等の地域活動への関心が高まっており、今後も
相談は増えていくと予想される。地域資源を把
握し、適切にマッチングできるように対応していき
たい。

今後も、引き続き、各法人において、取り組み
が活発になるよう働きかけをおこなっていく。

73
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

企業の地域福祉
型社会貢献活動
の推進

企業における社会貢献活動として福祉の分野における活
動を広げるため、地域福祉型社会貢献活動の理念や活
動事例を企業に周知します。

福祉総務課

福祉総務課 ー

各社会福祉法人に対し、「地域における
公益的な取組」の実施に関する責務規
定について、周知等を行い、取り組みを
推進している。

B 各社会福祉法人対し、必要な働きかけはでき
ている。

76
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

ＮＰＯ法人情報
の発信【再掲】

ＮＰＯ法人に関する情報を提供することで、市民活動等
に参加・参入しやすい環境の整備を図ります。

B

子ども食堂への寄付の相談先として社協が掲
載されていることや、企業の寄付・社会貢献活
動のパイプ役として新聞に掲載してきたことの積
み重ねにより、相談窓口としての周知が図ら
れ、一定の相談件数を維持できている。

SDG'ｓ等の国の働きかけによる企業の社会貢
献活動への関心と、コロナ禍による子ども食堂
等の地域活動への関心が高まっており、今後も
相談は増えていくと予想される。地域資源を把
握し、適切にマッチングできるように対応していき
たい。

75
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

企業の地域福祉
型社会貢献活動
の相談窓口の運営
【再掲】

地域福祉型社会貢献活動を始めるにあたっての具体的
な事業アイディアやマッチングについて、相談を受ける窓口
を設置し、企業の取組みを支援します。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会 相談件数（件）

登録事業所数
（箇所） B

コロナ禍の不要不急のが外出自粛による影響
で運送回数が減少しているものの、事業所数
が増加している。

ニーズが高いものの、運転者の確保など事業者
側の運営面の課題もあるため、運営協議会の
中で効果的な方法を議論し、引き続き移送
サービスの体制づくりを支援していく。

78
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

はままつ人づくりネッ
トワーク推進事業

子どもたちの豊かな学びを実現し、はままつの「人づくり」を
推進するために、地域の魅力的な人材を蓄積し、学校の
教育活動等に提供します。

教育総務課

－

・市内でボランティア活動を行う大学生団
体が意見交換等を行うためのネットワーク
交流会を開催している。（年間5回程度
開催）
・学生のボランティア活動に関する情報発
信の場としてフォーラムを開催している。
（年間1回）
・学生との協働を希望する企業や市民活
動団体と学生を結びつける中間支援を
実施している。

B

新型コロナウイルスの影響により学生団体の行
うボランティア活動も制約を受けているが、その
中でも団体が工夫して取り組んだ活動事例を、
オンライン上で発表したり、情報交換したりする
場を設けるなど、学生団体の活性化に積極的
に取り組んでいる。

学生ボランティア活動が持続発展していくよう
に、後輩世代の担い手を育成していく必要があ
る。コロナ禍においても、学生のボランティア活動
が様々な形で実施できるよう支援するとともに、
加盟団体の連携を強化していく。

R4.12より導入予定の「NPO法に係る手続き
のオンライン化」により、内閣府ポータルサイトの
仕様が変更となる可能性がある。変更の場
合、NPO法人に関する情報の情報発信・広報
に支障が発生することの無いように用意を進め
ていく必要がある。

77
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

②企業やＮＰＯ
法人、学校等との
連携の充実

浜松学生ボランティ
アネットワーク事業

市内で活動する大学生ボランティア団体同士が、日ごろの
活動情報や課題等を共有し、連携できる機会を設けるこ
とで、団体間のネットワーク化を図り、学生によるボランティ
ア活動を一層活発にします。

市民協働・
地域政策課

市民協働・
地域政策課

ＮＰＯ法人数
（法人） B

NPO法人の情報について、浜松市HP・内閣
府ポータルサイトを通じて適切に発信することが
できた。

80
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

生活支援体制整
備事業【再掲】

住み慣れた地域での在宅生活を支えるために地域での支
え合いによる日常の生活支援・介護予防サービス等が提
供できる体制づくりを進めます。また、定期的な情報の共
有・連携強化の場として生活支援体制づくり協議体を運
営し、地域の支え合いによる自主的なサービスづくりを推
進します。

A 様々な分野、団体等と連携し、地域課題に関
する協議を行うことができた。

引き続き、本協議会において様々な分野と連
携しながら地域課題の把握を行い、地域づくり
を進める。

79
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

浜松市障がい者自
立支援協議会の
運営

障がい者相談支援事業所を中心とした浜松市障がい者
自立支援協議会において、関係機関の連携のもと障がい
者とその家族の支援の輪を構築します。

障害保健福
祉課

市全体会開催回
数
（回）

登録講座数 B
毎年継続して多様な業種・個人による新規講
座を登録できており、データベースの蓄積が進ん
でいる。

引き続き地域人材による講座の登録を進め、
企業やNPO法人等と学校との連携を図る。

82
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

地域ケア会議
地域包括支援センター、市・区役所が主体となって多職
種協働ネットワークを構築し、地域の課題を発見し、対応
するために会議を開催します。

高齢者福祉
課

あんしんネットワー
クに関する協定
締結者数（者）

協定締結者数も増加しており、見守り
ネットワークが拡充している。 B

協定締結者数も増加しており、見守りネット
ワークの拡充に取り組めている。協定締結者に
対しては、令和元年度から年1回連絡会を開
催し、情報共有や話し合いを実施している。

引き続き諸団体に対して、積極的に参加を働
きかけることで、ネットワークの拡充に取り組んで
いきます。

引き続き、協議体等を通じ情報の共有・連携
強化を図りながら、自主的なサービスづくりを推
進していきます。

81
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

はままつあんしんネッ
トワークづくりの推
進

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯等、社会的孤立による
日常生活に不安を抱える高齢者等が増加していることか
ら、市民が支え合いの心で見守り・支援する仕組み「はま
まつあんしんネットワーク」づくりを推進します。

高齢者福祉
課

高齢者福祉
課 － 随時、協議体を開催し、地域の課題等

の情報共有や協議を行っています。 B
随時、協議体を開催し、地域の課題等の情報
共有や協議を行ってきている。地域によっては
協議体を通じ、少しずつ新たなサービスも創出
されている。

A

地域包括ケアシステム推進連絡会の運営や医
療・介護・福祉の専門職向け多職種連携研
修会（郡市医師会に委託）等により、同様の
事業が行われているため、R２年度以降は実
施していない。

－83
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

医療と介護の連携

高齢者が病院等から退院する際、介護サービスや保健・
福祉サービス等を切れ目なく円滑に受けられるよう、医療
機関や介護サービス事業所等が緊密に連携していきま
す。

高齢者福祉
課

（介護保険）意
見交換会の開催
回数
（回）

地域ケア会議開
催数
（回）

B
新型コロナウイルス感染症の影響で開催回数
は減少しているものの、個別ケースケア会議は
必要に応じて開催できていた。

引き続き、地域ケア会議を開催し、地域課題
の発見、地域づくり、社会資源の開発へとつな
げていく。

6



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

10,400 10,400 10,400 10,400 10,400

7,069 5,495 3,314

－ － － － －

82 116 46

57,200 58,700 21,200 42,500 44,400

46,628 14,469 11,983

－ － － － －

31 0 28

－ － － － －

248 113 50

100 100 100 100 100

100 100 100

－ － － － －

255 253 253

1,345 1,345 1,345 1,345 1,347

1,178 中止 中止

－ － － － －

28 28 30

84
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

子育て情報セン
ター管理運営事業

ファミリー・サポート・センター事業の運営、育児サークル活
動支援事業等、市民との協働により、安心して子育てが
できるまちの実現を図るために設置した施設の運営を指定
管理で行います。

86
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

浜松市市民協働
センター管理運営
事業

市民協働を推進するための拠点として、多様な主体の連
携の促進や活動の支援を行います。

市民協働・
地域政策課

人材育成事業に
おける研修・講座
参加者数
（人）

B

外国人市民の高齢化を見据え、介護保険制
度をテーマとした研修を行うなど、時代のニーズ
に応じた専門知識の取得を促進している。専
門知識等を習得した人材の育成は概ね進んで
いる。

外国人市民の定住化に伴い、外国人市民を
取り巻く課題は多角化、複雑化している。今後
も専門機関との連携のもと、通訳者が専門知
識を身に着けるための研修を継続していく。

引き続き、援助を行いたい者の確保や事業の
周知等を通じ、利用の拡大に努める。

85
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（２）地域福祉
活動への多様な主
体の参画と協働の
推進

③多様な主体の協
働のためのネット
ワークづくり

多文化共生 セン
ター運営事業【再
掲】

外国人住民を取り巻く幅広い問題について専門知識等を
習得した人材を育成するため、多文化共生センターにおい
て、ソーシャルワーク研修を実施します。

国際課

子育て支援
課

ファミリー・サポー
ト・センター援助
件数
（件）

C

量的には、計画通り確保した。
保育所等の施設整備や一時預かり事業を実
施する幼稚園の増加、新型コロナウイルスの影
響などの複合的な理由により、利用者が減少し
た。

88
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

①災害に備えたつ
ながりの強化

災害時におけるボラ
ンティア体制の整備

災害に備え、災害ボランティアコーディネーター及び地域の
ボランティア団体等のネットワーク化を促進します。
また、防災に関するボランティア活動の知識の普及、啓発
を図り、災害支援活動の意識を高めます。

自主防災隊が中心となり、各地区におけ
る避難行動要支援者名簿の作成、各
訓練への要支援者の参加促進、日ごろ
の声掛けなど、地域に根差した支援の在
り方を検討していただいている。

B 自主防災隊（自治会）が中心となる取り組
みであり、地区ごとの格差が生じやすい。

良い取り組み例をホームページで紹介するな
ど、全体での底上げを支援することが必要。

87
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

①災害に備えたつ
ながりの強化 防災訓練の実施

地域における防災訓練の実施を支援します。
実施において、障がい者等の特性に配慮し、地域住民と
避難行動要支援者が共に参加し、お互いに存在を知り
理解を深め、非常時に支え合える関係づくりを推進しま
す。

危機管理課 －

市民協働セン
ター利用者数
（人）

B

新型コロナウイルス感染拡大の影響などにより、
施設利用者数実績は指標からは大きく減少し
たが、市民活動団体に対しオンライン手法の活
用を支援するなど、コロナ禍における多様な主
体のニーズに即した支援を実施できた。

これから市民活動に取り組もうと模索している
担い手や地縁団体などに対して、広報活動の
より一層の充実や、各地域の協働センターとの
連携などにより、市民協働センターの取組み、
支援内容を知っていただくことで、新たな利用者
の確保に結びつけていく。
コロナ禍において事業運営や情報発信等がで
きるように、オンライン配信に必要なデジタル機
器を備えたスタジオを令和4年度に新設し、コロ
ナ禍で急速に進展したオンラインによるミーティン
グの実施や市民活動の情報発信の支援など、
市民活動の活性化に寄与していく。

90
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

②要配慮者への支
援体制の充実

避難行動要支援
者名簿の整備

災害時に家族以外の第三者の支援が必要となる避難行
動要支援者を把握し、避難行動要支援者名簿を作成し
ます。この名簿は、避難支援等関係者に提供するととも
に、避難支援個別計画の作成を依頼し、災害時における
地域の支援を推進します。

危機管理課・
福祉総務課・
障害保健福祉
課・高齢者福
祉課・介護保
険課

講座数(件) C
新型コロナウイルス感染症の影響により、出前
講座の申し込み件数がコロナ流行前と比べ減
少した。申し込み後のキャンセルもあり、なかな
か数を伸ばすことができなかった。

申請者と協力して感染症対策を徹底し、安心
して受講者が講座を受けられることを周知して
いくとともに、コロナ禍でも開催できるようリモート
講座の増加を図る。また、ホームページ内の情
報も常に新しいものを提供できるよう気を配り、
より良いものを目指していく。

災害ボランティアコーディネーターの数を増やすた
め継続予定

89
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

①災害に備えたつ
ながりの強化

災害時における自
助、共助、公助の
啓発

要配慮者の命を守るためには行政だけでなく、要配慮者、
家族、地域、支援団体等がそれぞれにできることを行い、
協力していくことが必要です。家屋の耐震化、家具の転倒
防止、水や食料の備蓄等の事前の備えや、平時における
隣近所との顔の見える交流の重要性について出前講座の
開催やホームページへの掲載を通じて周知します。

危機管理課

危機管理課
福祉総務課

浜松市社会
福祉協議会

講座参加者数
(人) B

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2
年度は中止となったが、令和３年度は規模を
縮小、更に日程を分けることで災害ボランティア
コーディネーター養成講座が開催された。

92
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

②要配慮者への支
援体制の充実

福祉避難所の受け
入れ体制の構築

一次避難所（市立小中学校等）で過ごすことが困難な
人のために、災害時に福祉避難所として開設可能な福祉
施設と避難行動要支援者の受け入れに関する協定を締
結し、受け入れ体制の構築を行います。

避難行動要支援者名簿を配付している
自治会の制度理解の向上のため、名簿
を配付する際や自治会連合会開催時な
ど、機会を捉えて担当者が訪問して制度
説明を実施した。また、避難支援の関係
者である自治会と民生委員の意見交換
会を開催し、制度の運用方法や改善点
等について検討した。

B
自治会や民生委員との意見交換会を通じて、
避難行動要支援者自身の防災に対する意識
を高める必要性を再認識することができた。

避難支援者となる地域の方々の意見の聞き取
りを機を捉えて実施し、適宜制度を改善してい
くことで、避難支援の実効性を高めることができ
るよう取り組んでいく。

91
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

②要配慮者への支
援体制の充実

避難行動要支援
者名簿を活用した
支援体制の強化

災害時に名簿を有効に活用するため、市関係機関及び
市と地域の避難支援等関係による連絡体制を整えます。

危機管理課・
福祉総務課・
障害保健福祉
課・高齢者福
祉課・介護保
険課

－

自治会への避難
行動要支援者名
簿配布率
（％）

A 計画どおり、避難行動要支援者名簿を作成
し、配布できた。

引き続き、避難行動要支援者名簿を作成し、
避難支援等関係者に提供するとともに、避難
支援個別計画の作成を依頼し、災害時におけ
る地域の支援を推進します。

94

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

①見守り活動の充
実

民生委員・児童委
員の活動支援

より良い活動環境を整備するため、広報活動を積極的に
実施します。また、活動上の悩みや負担感の解消につな
がるよう研修会の機会をつくります。

福祉総務課

－
災害時多言語支援センターの設置訓練
を実施（年1回）
R1年度：102人、R2年度：117人

B
大規模災害が発生していないことから、災害時
多言語支援センターの設置は行われていない
が、毎年設置訓練を行うことで、体制の整備を
図ることができた。

大規模災害が発生し、実際に災害時多言語
支援センターが設置されることに備え、引き続き
訓練を行っていく。

引き続き、災害時に施設が対応出来るよう、
訓練や研修を行う。

93
２．幅広い市民参加と
ネットワークによる支え合
いのある地域づくり

（３）災害に強い
地域づくり

②要配慮者への支
援体制の充実

災害時多言語支
援センターの体制
整備

地震や津波等大きな災害が起こった時に外国人支援活
動を行う拠点として、「災害時多言語支援センター」を設
置し、必要な情報の収集及び多言語による発信等を行
います。

危機管理課
国際課

危機管理課・
福祉総務課・
障害保健福祉
課・高齢者福
祉課・介護保
険課

福祉避難所協定
締結施設数（施
設）

A
福祉避難所協定締結施設数は、施設の廃止
による減はあるものの、相当数の確保が出来て
いる。
【参考】R3.4.1現在 静岡市：77施設

協定締結者数も増加しており、見守り
ネットワークが拡充している。 B

協定締結者数も増加しており、見守りネット
ワークの拡充に取り組めている。協定締結者に
対しては、令和元年度から年1回連絡会を開
催し、情報共有や話し合いを実施している。

引き続き諸団体に対して、積極的に参加を働
きかけることで、ネットワークの拡充に取り組んで
いきます。

95

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

①見守り活動の充
実

はままつあんしんネッ
トワークづくりの推
進【再掲】

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯等、社会的孤立による
日常生活に不安を抱える高齢者等が増加していることか
ら、市民が支え合いの心で見守り・支援する仕組み「はま
まつあんしんネットワーク」づくりを推進します。

高齢者福祉
課

あんしんネットワー
クに関する協定
締結者数（者）

全員研修会（民
生委員大会）参
加者数
（人）

B
令和2年、3年は感染症まん延防止の観点か
ら集合研修は中止となったが、書面開催で補
完した。

新しい生活様式に対応した資質向上の取り組
みとしての研修会開催方法の検討も含め、今
後も引き続き民生委員・児童委員の活動支
援を実施していく。

7



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

3,000 4,000 2,550 3,000 3,450

1,934 2,334 2,498

40 40 40 40 40

中止 39 －

－ － － － －

819 2,482 1,893

48 50 52 55 58

46 47 48

12 14 15 16 17

12 14 15

－ － － － －

29,489 32,955 27,332

－ － － － －

79 76 78

－ － － － －

5,226 5,344 3,235
（暫定値）

39,000 39,500 50,200 50,400 50,600

49,384 53,947 41,677

960 960 1,050 1,150 1,250

1,285 1,397 972

96

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

①見守り活動の充
実

徘徊高齢者早期
発見事業

認知症によりひとり歩きのおそれのある高齢者を事前把握
するとともに、その人が行方不明になった際に事故を未然
に防止するため、「見守りの目」を地域に行き渡らせ、早期
発見・早期保護につなげます。

98

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

生活困窮者支援
事業の実施

さ様々な要因で生活困窮した人を対象に、生活や経済
的な課題等に関する総合的な相談を受け付け、その課題
解決に向けた寄り添い型支援を行います。
［実施事業］
ア．自立相談支援事業 イ．住居確保給付金事業
ウ．就労準備支援事業 エ．家計改善支援事業
オ．キャリア形成支援事業

福祉総務課

庁内研修会参加
者数（人） B

令和元年は感染症まん延防止の観点から中
止としたが、その後は感染症対策を実施して開
催した。関係課を含め広く呼びかけたことで、庁
内の多様な課から参加があった一方、業務の
都合や感染症まん延状況から参加を控えること
もあり、目標よりも少ない参加者数となった。

新しい生活様式に対応した開催方法や庁外の
関係機関との協働も視野に含め研修内容の
検討を重ね、今後も引き続き多機関協働によ
る包括的相談支援体制の構築を進めていく。

認知症高齢者は今後も増加すると推計されて
いるため、今後も地域での見守り者を増やすよ
う、認知症サポーター養成講座等の機会を捉
えて周知啓発を図っていく。

97

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

多機関の協働によ
る包括的相談支
援体制の構築

複雑、複合的な個別相談について、相談支援機関と連
携し、解決に向け取り組みます。
また、庁内外の会議開催を通し、関係課、関係機関の連
携を強化します。

福祉総務課

高齢者福祉
課

オレンジメール登
録者数
（人）

B
認知症サポーター養成講座等でオレンジシー
ル・メール事業（徘徊高齢者早期発見事
業）を周知することでメール登録者数の増加を
図ることができた。

100

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

コミュニティソーシャ
ルワーカー（ＣＳ
Ｗ）の配置【再
掲】

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、制度
の狭間にあって必要な支援を受けられない人の課題解決
に向け取り組みます。また、地域での見守りネットワークや
相談支援機関と連携を図りながら、支援を必要とする人
を必要なサービスにつなげていきます。

C

ボランティアコーナーがあることにより、地区社協
等の地域の活動の拠点となり、活動の支援に
繋がっている。活用方法は地区社協に委ねて
いる部分が多く、積極的な働きかけはしていな
い状況である。

上記24の内容と重なるが、今後は、ボランティ
アコーナーそのものの役割を検討していく必要が
ある。

99

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

地域ボランティア
コーナーの機能強
化【再掲】

生活圏域における地域福祉活動拠点に、相談窓口の整
備を検討します。市社協の福祉なんでも相談との連携を
図り、身近な地域に福祉相談窓口を整備します。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

地域ボランティア
コーナー開設数
（箇所）

相談件数
（件）

自立相談支援機関で受け付けた相談
件数。相談内容は多岐に渡り、困窮の
定義からすると母数を把握することは困
難であり指標を設定しづらい。しかし各区
福祉事務所や医療・介護機関、民生委
員等さまざまな関係機関からのつなぎで
あることが多く、件数が増えるほど包括的
支援が達成できていることになる。

A

コロナ禍により住居確保給付金制度、社協の
貸付制度の利用者が増え、その相談窓口・仲
介役として機能した。また、相談を通して障害
や債務、家庭についてなどの新たな問題の発見
につながり、そこから更に他機関との連携・支援
に派生させることができた。

コロナ禍による相談件数の増加傾向がいつまで
継続するか予測はつかないが、少なくとも当分
の間は影響を与え続けるものと思われる。現契
約では想定していない業務量になっていることは
明白であるため、可能な限り事業規模を大きく
して1ケースにかけられる時間を確保していく必
要がある。

102

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

障がい者基幹相談
支援センター事業

障がい者相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援
センターを設置し、地域の相談機関への助言や人材育成
等を実施することで、障がい者の相談支援体制の強化を
総合的に行います。

障害保健福
祉課

相談件数
（件） A

R2年4月に障害者相談支援事業所の再編を
行い、市内を5つの相談圏域に分け、障がい者
相談支援センターを設置した。多様な障害種
別や複雑困難化する相談に対応した。

R4年度末に契約期間満了を迎えることから、
これまでの実績等によりR5年度以降の契約内
容や体制の調整を進める。

今後、更なる配置を目指す。地域を細分化す
ることで、顔の見える関係づくり、きめ細やかな
対応できる体制を整備する。

101

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

障がい者相談支援
事業所による総合
相談

障がい者やその家族等からの様々な相談に応じ、情報提
供、助言その他のサービスの利用等の支援や、関係機関
との連絡調整等を行います。

障害保健福
祉課

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

CSW配置人数
（人） A 計画どおり配置。配置人数が増えることで、相

談実績も増加している。

104

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

精神保健福祉相
談の実施

精神保健福祉士、保健師等による訪問、来所、電話相
談を行います。

B
相談支援事業所の普及により、障害者相談
員は同じ障害をもつ当事者やその家族が相談
に応じるピアカウンセリングを行う地域相談窓口
として役割分担を行うことができている。

家族会から選出される人数が区によってバラつ
きがあるため、断酒会など特定の相談について
身近な区に相談員が配置されていない場合も
ある。
また、障害者相談員の役割である「当事者性」
という部分については相談支援事業所で補いき
れないことから、今後も引き続き一定数の推薦
を関係機関へ求めていく。
障害種別も多岐にわたることから、相談支援体
制の変化や需要等を勘案の上、今後の適正
人数や推薦依頼先について検討していく。

103

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

障がい者相談員の
配置

当事者の立場で相談に応じるため、障がい者やその家族
の中から浜松市が委託する障がい者相談員を配置しま
す。

障害保健福
祉課

各相談員数
（人）

－
地域の相談支援事業者への専門的な
支援等を行うことで地域の相談支援体
制づくりに取り組むことができた。

A
地域の相談支援事業者への専門的な支援や
相談支援体制の強化の取り組み、障がいのあ
る人が安心して地域で生活できる体制整備等
を実施した。

R4年度末に契約期間満了を迎えることから、
これまでの実績等によりR5年度以降の契約内
容や体制の調整を進める。

106

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

在宅医療・介護連
携相談センターの
運営

市内の医療・介護・福祉関係者からの在宅医療・介護連
携に関する相談対応を実施します。

高齢者福祉
課

相談件数
（件） A

地域包括支援センターに寄せられる相談件数
は年々増加している。また高齢者本人だけでな
く、高齢者を取り巻く家族の問題等も複雑化し
ており、多くの解決すべき課題を抱えた支援困
難な事例が増えている。

地域包括支援センターの認知度を高齢者のみ
ならず、全世代への周知啓発が必要である。

本人や家族の相談だけでなく、地域住民からの
相談も増えているため、相談を通して、精神疾
患や障害について正しく理解していただくための
取り組みも必要と考える。

105

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

地域包括支援セン
ターによる総合相
談

高齢者やその家族の総合相談窓口として、様々な悩み
事や問題の解決にあたり、関係機関との連携を図り、必
要な支援につなげていきます。

高齢者福祉
課

障害保健福
祉課

相談件数
（件） B

こころの健康に関する相談は年々増加をしてお
り、特に電話や来所による相談は増えている。
相談の内容等に応じて、医療機関や相談支
援機関などにつないでいる。

延相談件数
（件） B

市内の医療や介護関係者に対して、「つむぎ通
信」を配布して周知を図る等、活用できる相談
機関であることの周知ができた。

今後も広報誌の発行等で周知を図る他、丁
寧な相談対応を実施していく。

8



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

17 17 17 17 17

17 13.7 －

0 0 0 0 0

4 2 1

1 ー ー ー ー

1 ー ー

－ － － － －

1,526 1,029 850

1 2 2 3 3

0 2 －

－ － － － －

340 27 40

108

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実

外国人の子どもの
不就学ゼロ作戦事
業の実施

教育委員会や外国人学校等関係機関と連携し、外国
人の子どもの不就学を生まない取り組み（浜松モデル）
を推進します。

B

社会福祉従事者の就職率は全国的に低い傾
向にある中、静岡県の採用件数は高水準で、
就職率は、約15％である。
本市においても、静岡県の状況と同等に高水
準であるので、事業の成果は出ていると考えて
いる。
また、R2は、新型コロナの影響で就職率が前
年度より減少する中、今後も、開催方法の変
更等、効果的な事業の見直しを図る必要があ
る。

福祉のマンパワー確保のための就労斡旋事
業、福祉サービス等に関する啓発・広報活動
は、新型コロナウイルス感染症対策に細心の注
意を払ったうえで、現状どおり実施していく。
相談会については、福祉現場への就職について
相談できる機会のより提供するため、開催回数
を増を検討する。

107

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

②相談支援体制
の充実 福祉人材バンク

福祉の職場に就業を希望する人や、福祉の仕事に関心
のある人を対象に、就職あっせんや就職相談等のほか、福
祉サービスの啓発を目的とした事業を行います。

福祉総務課 就職率（％）

110

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

③地域包括ケアシ
ステムとの連動

医療と介護の連携
【再掲】

高齢者が病院等から退院する際、介護サービスや保健・
福祉サービス等を切れ目なく円滑に受けられるよう、医療
機関や介護サービス事業所等が緊密に連携していきま
す。

高齢者福祉
課

－
地域包括ケアシステム推進連絡会の運
営（医療・介護・福祉の専門職による課
題解決に向けた検討・活動）

A 医療・介護・福祉の専門職の連携推進を図る
ことができた。 継続実施。

就学に課題を抱える外国人の子どもの学びの
場の確保や教育機関への就学につなげるため
の支援を継続して実施する。

109

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

③地域包括ケアシ
ステムとの連動

地域包括ケアシス
テム体制の構築

高齢者、障がい者、子ども分野等にかかる全世代型の包
括的な相談支援体制のネットワーク構築を図るため、地
域住民、既存団体の活動促進、新たな地域資源発掘、
専門職・団体のネットワーク化、人材の確保とスキルアップ
等に取り組みます。

福祉総務
課、
高齢者福祉
課、障害保
健福祉課
及び関係各
課

国際課
外国人の子ども
の不就学者数
（人）

B
不就学者数0人は達成できなかったものの、就
学支援が必要な子どもを教育機関への就学に
つなげることができた。

112

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

⑤地域における再
犯防止施策の推
進

再犯防止対策事
業

支援を必要としている罪を犯した人に対し、必要な支援を
実施するため、支援ニーズ、サービス提供者のニーズ把握
や、刑事司法関係機関と協働し、支援策の検討、実施
に向けた体制整備を行います。

地域福祉計画策定時には、調和がとれ
るよう必要な情報共有を行った。
自殺対策計画の重点施策は本計画ん
にリンクした内容となっている。

B 相互に進捗状況を共有することで、円滑な計
画推進ができている。

今後も、円滑な計画推進ができるよう相互に
進捗管理を共有していく。

111

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（１）新たな包括
的な相談支援体
制の構築

④自殺対策と調和
した施策の推進

自殺対策計画との
調和に配慮した施
策の推進

各福祉分野の施策を展開することにより、自殺対策におい
て、効果的・効率的な推進が期待できる施策を一体的に
取り組みます。
［重点施策］
・安心して暮らすための包括的支援の充実
・若年層・働き盛り世代への対策の充実
・多職種連携によるセーフティネットの強化

福祉総務課
健康医療課 ー

（介護保険）意
見交換会の開催
回数
（回）

A

地域包括ケアシステム推進連絡会の運営や医
療・介護・福祉の専門職向け多職種連携研
修会（郡市医師会に委託）等により、同様の
事業が行われているため、R２年度以降は実
施していない。

－

114

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

①生活のニーズに
応じたサービスの提
供

生活支援体制づく
り整備事業【再掲】

住み慣れた地域での在宅生活を支えるために地域での支
え合いによる日常の生活支援・介護予防サービス等が提
供できる体制づくりを進めます。また、定期的な情報の共
有・連携強化の場として生活支援体制づくり協議体を運
営し、地域の支え合いによる自主的なサービスづくりを推
進します。

高齢者福祉
課

浜松市社会
福祉協議会

研修会参加者数
（人） C

地区社協を対象にした研修は集合型が多かっ
たため、コロナ禍により、実施回数が減少した。
（それに伴い、参加者数が減少している。）

オンラインでの研修を開催できるように、社協内
の設備整備を行った。各地域に必要な研修を
実施できるように、地区社協担当職員とともに
検討していく。

再犯防止の推進に向け、国と更生保護団体と
市の関係課との連携を図りながら、支援策の検
討や実施に向けた体制整備を進めていく。

113

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

①生活のニーズに
応じたサービスの提
供

地区社会福祉協
議会を対象にした
研修会の開催【再
掲】

地区社会福祉協議会を対象に地域内福祉関係者が新
たなサービスを提供できるよう、（福）浜松市社会福祉
協議会と連携して研修会を開催します。

福祉総務課

福祉総務課
人権啓発セ
ンター

－

R2では、更生サポートセンターの各区へ
の設置、協力雇用主に対する入札参加
資格審査における優遇措置、R3では、
再犯防止推進連絡会を開催した。

B
協力雇用主が増加していることから、再犯防止
推進に向けた、取り組みの一歩として、進めるこ
とができている。

116

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

第三者委員の活
用

苦情処理の対策として、第三者委員の周知と活用を指
導します。

B

令和元年度は、コロナ感染拡大の影響で予定
していた研修が中止となったため0件であった。
令和2年度は、庁内向けに相談支援に関する
研修会を2回開催することで、市職員の連携
強化に加え、相談支援に関する知識や意識向
上を図ることができた。

現状、庁内向けの研修を実施しているため、庁
外の相談支援機関向けの研修を実施すること
で、庁内外の連携強化を図っていく。

115

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上 福祉人材の育成 福祉専門職、市職員に対し、地域福祉に関する実務研

修、意識啓発研修等を実施します。 福祉総務課 研修実施回数
（回）

－ 随時、協議体を開催し、地域の課題等
の情報共有や協議を行っています。 B

随時、協議体を開催し、地域の課題等の情報
共有や協議を行ってきている。地域によっては
協議体を通じ、少しずつ新たなサービスも創出
されている。

引き続き、協議体等を通じ情報の共有・連携
強化を図りながら、自主的なサービスづくりを推
進していきます。

118

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

障害福祉サービス
事業者等に対する
実地指導

障害福祉サービス事業者への実地指導時に、障がい者
虐待防止の取組み、適切なアセスメントの実施など運営
上の指導を行います。

障害保健福
祉課

ー
各社会福祉事業者に対し、第三者評価
の活用について、周知及び指導を行って
いる。

A 必要な指導ができている。 今後も必要な指導を実施していく。

今後も必要な指導を実施していく。

117

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

第三者評価の活
用

サービス提供方法などについて、外部評価などの仕組みを
取り入れ、質の向上を図るよう求めます。

福祉総務課・
障害保健福祉
課・高齢者福
祉課・介護保
険課・幼児教
育・保育課

福祉総務課・
障害保健福祉
課・高齢者福
祉課・介護保
険課・幼児教
育・保育課

ー 各社会福祉事業者に対し、第三者委員
の活用について、指導を行っている。 A 必要な指導ができている。

指導実施状況
（件）

実地指導時に、障がい者虐待防止の取
組み、適切なアセスメントの実施など運営
上の指導を実施した。

B
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、実地
指導ができない事業所もあるが、書面により事
業所の状況を確認し指導を実施しており、概ね
達成できた。

引き続き実地指導時に指導していく。

9



R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

－ － － － －

①3回
②190人

①3回
②127人

①2回
②115人

－ － － － －

1,086 1,094 1,093

400 400 400 400 400

458 221 56

－ － － － －

90 32 63

－ － － － －

7,000 7,000 7,000

8,000 8,000 7,000 6,500 6,500

7,000 7,000 0

－ － － － －

30,000 30,000 30,000

－ － － － －

39 25 11

5 4 4 4 4

5 4 2

280 275 275 275 275

265 265 259

120

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

介護給付等費用
適正化事業

持続可能な介護保険制度構築のため、介護給付を必要
とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする
過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう促し
ます。

A
サービス等利用計画を策定する相談支援事業
所の相談員その他関係機関の職員を対象とし
た専門的な研修を実施することで、相談支援
専門員の資質向上を図ることができた。

現場のニーズに着目し、より即時的で効果的な
研修を実施することで、質の高いケアマネジメン
トを提供することと、サービス等利用計画を策定
する相談支援事業所の相談員間の取り組みを
強化する。

119

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

相談支援専門員
等を対象にした研
修会の開催

より質の高いケアマネジメントを提供するため、サービス等
利用計画を作成する相談支援事業所の相談支援専門
員等を対象とした研修会を開催します。

障害保健福
祉課

①開催数（回）
②参加者数
（人）

122

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

認知症介護実践
者等養成支援事
業

介護保険施設等に従事する人を対象として、認知症介
護の知識及び技術修得のための研修を行います。 介護保険課

実施指導・営利
法人監査実施状
況
（件）

B

令和元年度の実地指導は目標値を達成でき
たが、令和２年度及び令和３年度は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により延期又は中止
せざるをえなかったため、計画どおり実施できな
かった。なお、実地指導のほか、集団指導を開
催し、介護保険事業者に対して運営上の指導
をすることで、介護サービスの質の確保・向上を
図ることができた。

令和４年度以降についても目標指標のとおり
実施していく計画である。しかし、実地指導は
事業所に赴いて実施するため、新型コロナウイ
ルス感染症等の影響により、計画どおり実施す
るのが難しい。
集団指導については、動画配信による遠隔方
式で年１回開催していく。

総会、役員会及び研修会の開催など、連絡協
議会の活動を通じて、介護支援専門員の資質
の向上を図り、適正なケアプラン作成を促す。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（２）福祉サービ
ス提供者の育成・
支援

②福祉サービスの
質向上

介護保険事業者
に対する実地指導

介護保険事業者への実地指導時に、高齢者虐待防止
の取り組み、適切なアセスメントの実施等運営上の指導を
行います。

介護保険課

介護保険課
協議会加盟介護
支援専門員数
（人）

B
連絡協議会を設置し、利用者に質の高い適切
なサービスの提供が行えるよう関係機関との連
絡調整や介護支援専門員の資質の向上を
図っている。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

高齢者福祉のしお
りの作成

高齢者福祉施策の概要をまとめた「高齢者福祉のしおり」
を作成・発行します。

A
毎年度しおりを作成・配布し、市ホームページへ
の掲載を継続して行うことができている。
令和3年度からはスマートフォンでも音声読み
上げが可能な二次元コードを表示している。

継続して作成・配布を行っていく。各項目の詳
細情報が記載されているホームページへの誘導
ができるようにしていきたい。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

障害福祉のしおり
の作成

障害福祉サービス等を紹介する冊子を作成するとともに
ホームページに掲載し、様々なサービスと手続きについて、
わかりやすく提供します。

障害保健福
祉課

障害保健福
祉課

発行部数
（部）

認知症実践研修
等修了者数
（人）

B
新型コロナウイルス感染症の影響により令和２
年度の受講者数は減少したが、令和３年度は
受講者数が例年に近い人数まで回復した。

高齢者人口は増加していくため、認知症介護
の知識及び技術習得のための研修は必要とな
る。今後の新型コロナウイルス感染症の動向を
注視しつつ認知症介護の研修機会を確保し、
多くの職員が受講することができるよう努めてい
く。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

はままつくらしのガイ
ドの作成

本市の行政情報を掲載し、全世帯へ配布します。各種行
政サービスの概要や相談窓口についても紹介しています。 広聴広報課

はままつの介護保
険の発行部数
（部）

A
はままつの介護保険を発行し、各区役所、協
働センター等で配布することで、多くの市民に対
し介護保険制度に関する周知を図っている。

今後もはままつの介護保険を配布し介護保険
制度の周知を図っていく。また、窓口や講座等
において説明資料としても活用する。市ＨＰへ
掲載することで幅広い年代へ情報提供してい
く。

高齢者の手に取りやすい紙面での配布を継続
する。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

介護保険制度の
趣旨普及事業

パンフレットやインターネットの活用により、市民への介護保
険制度の周知、啓発を図ります。 介護保険課

高齢者福祉
課

発行部数
（部） A 必要十分となる数量の冊子を発行した。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

消費生活支援事
業

悪質な訪問販売等に対する注意喚起のため、消費生活
相談窓口の周知を行い、被害を未然に防ぎます。

各課にアクセシビリティチェックの徹底を呼
び掛けるとともに、当課でも公開承認時
にアクセシビリティチェックを行い、問題があ
る場合は是正指導を行っている。

B
是正指導によって改善されるケースがほとんどだ
が、一方で、アクセシビリティに則っていないペー
ジの公開依頼は常に若干数存在するのが現
状。

今後も引き続き各課に対してアクセシビリティに
関する啓発を行っていく。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

アクセシビリティに配
慮した市ホームペー
ジの作成

市の定めたサイトポリシーにより、アクセシビリティに配慮し
た、誰もが使いやすい公式ホームページの作成を推進しま
す。

広聴広報課 －

－ 平成29年度以降は発行していない。 B
冊子版は平成２９年度以降発行していない。
また転入者へも希望者のみへの配布としてい
る。PDF版については、市ホームページで常時
公開している。

調べる際に利用する媒体が、紙媒体からスマホ
などインターネットを利用した媒体に変わってきて
いることから、今後の紙媒体の発行については
未定である。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

成年後見制度利
用促進事業

中核機関（成年後見支援センター）を開設し、成年後
見制度について、市民や関係機関の職員に対して、講演
会や専門職による相談会を開催するとともに、家庭裁判
所をはじめ関係機関と連携をしながら、認知症高齢者や
障がい者等の権利擁護のためのネットワークづくり等を行い
ます。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

－

各課が発行する印刷物のＵＤチェックの
活用を周知（令和元年度から３年度ま
での各年度に掲示板にて通知）するとと
もに、アドバイスを行った。

B
当課で作成したＭＵＤガイドブックに従って、各
課において配慮事項を確認していただくととも
に、アドバイスを実施した。

ＭＵＤガイドブックに従った印刷物のＵＤチェッ
クを積極的に活用していただくよう周知するとと
もに、アドバイスを実施していく。

引き続き、出前講座を実施し、悪質商法の被
害に遭わないための注意喚起を行うとともに、
高齢者の被害の未然防止のため、地域包括
支援センター向けに情報発信し、連携を図る。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

①福祉サービス等
の利用に関する情
報提供の徹底

わかりやすい印刷
物作成の手引き作
成【再掲】

パンフレットやチラシ、ポスター等の印刷物について、誰もが
情報を入手しやすいようにカラーユニバーサルデザインや配
慮方法等に関する手引きを作成し活用します。

ＵＤ・男女
共同参画課

市民生活課 出前講座の開催
回数（回） B

新型コロナウィルス拡大に伴い、出前講座の中
止、申込が減少したが、可能な範囲で実施し
た。

C

新規利用者数は、各年度ほぼ同数で推移して
いるが、R3は、死亡等による解約件数が予想
以上に多かったため、12月末現在の利用者数
としては減少しているが、解約者を含めると306
件の支援活動を行っている。
今後も、利用者拡大に向け鋭意取り組んでい
く。

増加傾向にある利用者（相談者含む）や待
機者の解消に向け、新規案件に迅速な対応が
できる体制づくりや職員の資質向上、適切で正
確な業務実施に努める。また、本事業から成
年後見制度への移行を必要に応じて進めてい
く。

131

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

日常生活自立支
援事業

認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等、判断
能力が不十分な人が、自立した生活が送れるよう、福祉
サービスの利用等生活についての相談や日常的な金銭管
理の援助等を行います。

福祉総務課 浜松市社会
福祉協議会

日常生活自立支
援センター利用
者数
（人）

ネットワーク会議
の開催回数 B

中核機関として連絡会・協議会を設置して、定
期的に情報共有や課題検討等を行っている。
年度末に向け、それぞれ会議を実施予定であ
り、担当者レベルでの情報交換や、仕組みを整
えるうえでの協議会の開催については概ね達成
できていると評価できる。

成年後見制度が必要な人に対して利用を促
進していく一方で、専門職後見人の担い手不
足の問題も少しずつ顕在化してきた。また、身
寄りのない方の支援は、成年後見人等の就任
によって全てが解決できるわけでないことの理解
が関係者（支援者）に浸透していなため、成
年後見人等の孤立化を防ぐことも大きな課題
である。
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R1 R2 R3 R4 R5

施策の柱 施策の方向性 基本施策 事業名 事業概要 実績（進捗状況）に対する評価 「課題」や「今後の取り組み」
（令和4年度以降の取組や今後の方向性等）

目標（指標） ※ある場合、記載
実績（指標） ※R3はR3.4～12の実績所管課 実施主体 指標

（単位）
事業実績（指標なし）

※指標がない場合、こちらに記載
達成度・
進捗状況

高齢①18
②35

障害①10
②55

高齢①20
②40

障害①10
②60

高齢①45
②70

障害①13
②85

高齢①50
②80

障害①15
②95

高齢①55
②90

障害①17
 ②105

①34
②51

①43
②52

①19
②45

－ － － － －

304 128 62

－ － － － －

①7回
②30件

①1回
②74件

①3回
②34件

2,810 2,850 4,400 4,420 4,400

4,341 4,390 4,082
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

成年後見市長申
立制度・報酬助成
制度

成年後見制度利用にあたり、申立人がいない場合に市
長が申立人になります。また、成年被後見人等に資力が
ない場合に成年後見人等に支払う報酬の助成を行いま
す。

134

３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

障がい者基幹相談
支援センター事業
【再掲】

地域の相談支援事業所等を対象に、成年後見制度や
虐待防止に関する助言や研修等を実施することで必要な
技術支援を行います。

障害保健福
祉課

参加者数
（人） A

養護者虐待において現場対応を行う行政職
員や相談支援員を対象とした研修や施設従事
者向けの講演会を開催している。令和2年度
からはコロナ禍に配慮し、Zoomを活用して開
催している。

研修会・講演会を継続して開催していく。

（高齢）
①区により申立件数に差があり、申立件数の
多い区からは業務負担が大きいと言われてい
る。
②現在の規定では、報酬助成の対象にならな
いケースに対する報酬助成の要望が出ており、
実態の把握が必要と判断し、調査を検討して
いる。
（障害）
後見制度利用を必要とする障がい者が、制度
利用ができるよう引き続き取り組んでいく。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

高齢者・障害者虐
待防止対策支援
事業

高齢者や障がい者に対する虐待の未然防止や早期発
見・早期対応のため、研修会や講演会の開催等の啓発
活動を行います。

障害保健福
祉課、高齢
者福祉課

障害保健福
祉課、高齢
者福祉課

①市長申立件数
（件）
②報酬助成件数
（件）

B

（高齢）
①市長申立については、後見相当と医師が診
断したケースに関しては市長申立を行うという方
針は浸透した。やむを得ない事由による措置を
行った場合には市長申立を行うことも定着し
た。
②報酬助成については、預貯金額が基準を上
回り助成対象にならなかったケースが多かった
が、申請件数は伸びている。
（障害）
市長申立について目標値を前後しているが、報
酬助成については目標値を大きく上回ってい
る。

A
権利擁護相談が増加している要因として、認
知症高齢者や身寄りのない高齢者が増えたこ
とが考えられるが、地域包括支援センターが周
知されたことも一因と思われる。

権利擁護相談は対応が難しい場合も多く、増
加することにより、ますます地域包括支援セン
ターの業務負担の増加になっていく可能性が高
い。
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３．さまざまな保健福
祉分野が包括的に地
域を支援する仕組みづく
り

（３）福祉サービ
スの適切な利用の
促進

②権利擁護支援
体制の強化

地域包括支援セン
ター権利擁護事業

高齢者の権利擁護にかかる成年後見制度の活用等に関
する相談、虐待防止や消費者被害の防止等の相談、啓
発活動を行います。

高齢者福祉
課

権利擁護事業相
談数
（件）

①研修会開催数
（回）
②助言等実施数
（延べ件数）

A
地域の相談支援事業者等を対象に成年後見
制度や虐待防止に関する研修会を開催するこ
とで、権利擁護に必要な視点の共通理解を図
ることができた。

浜松市自立支援協議会における虐待対応
ワーキングで作成された虐待対応の手引書を
運用していく。地域の相談支援事業者等から
の権利擁護に関する相談に応じ、指導・助言
等を行う。
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